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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　横葺き外装構造に外設部材を取り付けた取付構造であって、
　前記横葺き外装構造を構成する横葺き外装材は、水下側、水上側に成形部を有すると共
に水下側成形部には下方側に開放する被係止空間が設けられ、
　前記外設部材は、本体部と配設時に前記被係止空間内に位置する係止部とからなり、
　組み付けた状態の成形部に外設部材が弾性的に支持される構成として、横葺き外装材の
水上側成形部と水下側成形部は、弾性的に当接すると共に外設部材の係止部の水下側を挟
着状に支持されていることを特徴とする外設部材の取付構造。
【請求項２】
　外設部材は、水上側、水下側にそれぞれ係止部を有することを特徴とする請求項１に記
載の外設部材の取付構造。
【請求項３】
　外設部材の係止部は、横葺き外装材の水下側成形部及び／又は水上側成形部に弾性的に
支持されていることを特徴とする請求項１又は２に記載の外設部材の取付構造。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、横葺き屋根に化粧材、雪止め部材等の外設部材を取り付ける外設部材の取付
構造に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　横葺き屋根に化粧材、雪止め部材等の外設部材を取り付けるには、次のような構造が提
案されている（例えば特許文献１～３など）。
　特許文献１には、横葺き屋根に化粧材として丸桟（化粧瓦棒）を、取付金具を介して設
ける構造が記載されている。そして、取付金具は、屋根板の棟側成形部を跨いでさらに棟
側へ延在させた固定部をビス止め固定する構造である。
　このような構造では、取付金具を施工後の屋根面に取り付けることができず、取付金具
を固定した後に、その上段の横葺き外装材を敷設する必要があった。そのため、外装材の
施工に制限を与えるものであり、非常に手間のかかる作業であった。
【０００３】
　特許文献２には、横葺き屋根に雪止め金具としてアングルバーを、支持金具を介して設
ける構造が記載されている。そして、支持金具は、前記特許文献１の取付金具と同様に、
屋根板の棟側成形部を跨いでさらに棟側へ延在させた固定部をビス止め固定する構造であ
る。
　このような構造では、支持金具の取付に際し、前記特許文献１の取付金具と同様の問題
を生じるものであった。しかも、同文献の図４に明示されているように、上段の軒側成形
部の一部を欠除する必要もあった。そのため、所定の位置に支持金具を取り付けなければ
ならないという規制もあった。
【０００４】
　特許文献３は、横葺き屋根にネジ及び粘着テープを用いて雪止め金具を直止めする構造
が記載されている。
　このような構造では、屋根面にネジを固着するための孔が形成されてしまうため、施工
不良や劣化による漏水が懸念されるものであった。
【特許文献１】特許第３２２３１７６号公報
【特許文献２】実用新案登録第２５４６９６９号公報
【特許文献３】実用新案登録第２５６１８９２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　そこで、本発明は、前述の問題を生ずることなく化粧材、雪止め部材等の外設部材を容
易に且つ外装材の施工に制限を与えることなく設置することができる外設部材の取付構造
を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、上記に鑑み提案されたもので、横葺き外装構造に外設部材を取り付けた取付
構造であって、前記横葺き外装構造を構成する横葺き外装材は、水下側、水上側に成形部
を有すると共に水下側成形部には下方側に開放する被係止空間が設けられ、前記外設部材
は、本体部と配設時に前記被係止空間内に位置する係止部とからなり、組み付けた状態の
成形部に外設部材が弾性的に支持される構成として、横葺き外装材の水上側成形部と水下
側成形部は、弾性的に当接すると共に外設部材の係止部の水下側を挟着状に支持されてい
ることを特徴とする外設部材の取付構造に関するものである。
　尚、本発明に用いる外設部材とは、雪止め部材、化粧材等の横葺き屋根上に設けられる
部材を指すが、それらを取り付けるための金具等も含むものであり、一部材からなるもの
でも、複数部材からなるものでもよい。
【０００７】
　上記外設部材の取付構造において、外設部材は水上側、水下側にそれぞれ係止部を有す
ることが望ましい。
　また、外設部材の係止部は横葺き外装材の水下側成形部及び／又は水上側成形部に弾性
的に支持されていることが望ましい。
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【発明の効果】
【０００８】
　本発明の外設部材の取付構造では、外設部材が横葺き外装材の成形部に弾性的に支持さ
れているので、脱落する恐れが少ない。また、横葺き外装材を組み付けた状態で外設部材
を取り付けることも可能であるため、横葺き外装構造の施工後であっても必要に応じて設
置することもできる。
　また、外設部材は、前述の従来例のように、外設部材の棟側を横葺き外装材の棟側成形
部を跨いでさらに棟側に延在させるような構造でなく、横葺き外装材に固定具のための孔
等を設けることもない。そのため、横葺き外装材の成形部には特殊な係合構造を付与する
必要がなく、設置箇所にも制限を受けることがなく、漏水の懸念もない。
【０００９】
　また、本発明の外設部材の取付構造は、横葺き外装材の水上側成形部と水下側成形部が
弾性的に当接すると共に外設部材の係止部の水下側を挟着状に支持しているので、係止部
の形状にかかわらず弾性的に支持することができ、さらには例えば風等により横葺き外装
材の接続部分に正荷重、負荷重が作用しても、水上側成形部と水下側成形部の当接が維持
されるため、外設部材は安定に支持されるものとなる。
【００１０】
　さらに、上記外設部材の取付構造において、外設部材は、水上側、水下側にそれぞれ係
止部を有する場合、外設部材の取付安定性が向上すると共に外設部材に生ずる荷重等を二
箇所にて分担支持できる。

【００１１】
　さらに、外設部材の係止部が横葺き外装材の水下側成形部及び／又は水上側成形部に弾
性的に支持されている場合、横葺き外装材の接続部分の形状にかかわらず弾性的に支持す
るすることができ、さらには例えば風等により水下側成形部に正荷重、負荷重が作用して
も外設部材は安定に支持されるものとなる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　外装材の水上側成形部と水下側成形部が弾性的に当接し、更に水下側成形部の被係止空
間（被係止部）と外設部材の係止部が弾性的に係合する。
【実施例１】
【００１３】
　本発明は、前述のように横葺き外装構造に外設部材２を取り付けた取付構造であって、
横葺き外装材（以下、単に外装材という）１の水下側成形部１２と水上側成形部１３を組
み付けた状態の成形部１２，１３に外設部材２が弾性的に支持されている。
【００１４】
　本発明に用いる外装材１は、横葺き外装構造を構成するものであって、基本構成として
水下側、水上側に成形部１２，１３を有すると共に水下側成形部１２には下方側に開放す
る被係止空間１２１が設けられるものであるが、それ以外の構成は特に限定するものでは
ない。
　一方、本発明に用いる外設部材２は、雪止め部材、化粧材等の横葺き屋根上に設けられ
る部材を指すが、基本構成として本体部２１と配設時に前記水下側成形部１２の被係止空
間１２１内に位置する係止部２２とからなる構成であって、それ以外の構成は特に限定す
るものではない。尚、図示実施例では異なる外設部材２に記号２Ａ～２Ｄを付して区別し
た。また、各外設部材２Ａ～２Ｄにおいて、本体部２１はそれぞれ形状が異なるので、そ
れぞれ符号２１Ａ～２１Ｄを付して区別した。
【００１５】
　また、外装材１は、素材として代表的には概ね０.４～１.６mm程度の溶融亜鉛メッキ鋼
板やガルバリウム鋼板等の防錆処理鋼板、特殊鋼、非鉄金属、ステンレス鋼板、耐候性鋼
板、銅板、アルミニウム合金板、鉛板、亜鉛板、チタニウム板などが挙げられるが、特に
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これらに限定されるものではない。さらに、これら各種の金属材料の裏面に、結露防止、
防音、防火対策上の理由により、必要に応じてポリエチレンフォーム、グラスウールシー
ト等の裏貼り材を添装してもよい。
　一方、外設部材２は、特に材質を限定するものではなく、例えば上記外装材１と同様の
素材を用いてもよいし、異なる素材を用いてもよい。また、係止部２２は、先端（水上側
端部）を折り返したものでも、打ち抜き加工、或いはプレス加工等によって返し部、凸部
等を形成したものでもよく、抜け落ちないものであればその形状も成形方法も特に限定す
るものではない。
【００１６】
　図１～図４に示す各実施例では、外装材１は、断面が略へ字状の面板部１１の水下側、
水上側に相互に係合可能な成形部１２，１３を有し、水上側成形部１３と水下側成形部１
２が弾性的に当接する構成である。
　水上側成形部１３は、面板部１１の水上側に段部１４を介して延在させた端縁を表面側
に折曲し、その折曲隅部を被係合部１３１とし、上方へ延在させた折曲片の上端を折り返
して被保持部１３２とし、その水下側に、水下側へ延出して下向き傾斜し、なだらかに屈
曲され、さらに上向き傾斜する案内部１３３を備える構成であり、下方へ突出するなだら
かな弧状部分が弾性的に当接する箇所（被当接部１３４）となる構成である。尚、被保持
部１３２は、図示しない保持部材にて保持される箇所である。
　水下側成形部１２は、面板部１１の水下側の端縁を裏面側に折曲し、その下向き折曲片
１２３の下端を水上側に延出させ、途中に断面が略Ｚ字状の段部が形成され、先端に前記
被係合部１３１と係合する係合部１２４を有する構成である。尚、段部の上端は前記被当
接部１３４と当接する当接部１２５であり、被係止空間１２１はこの段部の棟側に位置す
る空間であり、被係止部１２２は段部の棟端である。
　上記の水上側成形部１３と水下側成形部１２とを弾性的に当接させるためには、一方又
は両方が相手方向に弾性（反発力）によって圧接するようにすれば良く、この場合、例え
ば被当接部１３４の下向き傾斜角度を敷設状態における角度よりも大きく成形し、敷設状
態では当接部１２５との弾性的な当接によって小さい角度の状態で敷設されているので、
当接箇所に弾性反発力が常時作用する。
【００１７】
　図１の実施例における外設部材２Ａは、一部材からなる雪止め部材であって、流れ方向
に対して垂直状の縦片（雪止め片）と横片からなる略Ｌ字状の本体部２１Ａの横片の水上
側に、段部２３を介して表面側へ折り返した形状の係止部２２を設けた構成である。
　上記の本体部２１Ａには補強のために縦片及び横片に亘って２本の隆状部２１１が設け
られており、係止部２２は、組み付けた状態において前記外装材１の被係止空間１２１に
位置すると共に、その先端（軒端）が被係止部１２２に弾性的に係止している。
【００１８】
　本発明において、「組み付けた状態の成形部１２，１３に外設部材２が弾性的に支持さ
れる」構成とは、以下(１)～(３)の態様がある。
(１)隣接する外装材１，１の水上側成形部１３と水下側成形部１２とが弾性的に当接し、
係止部２２の水下側に位置する部分（＝被支持部）が挟み込まれるように支持される。そ
の結果、被係止空間１２１が弾性的に閉塞される状態となり、その被係止空間１２１に位
置する外設部材２の係止部２２は、抜けない状態となる。尚、図１～図４の各実施例がこ
の態様を備えるが、これらは以下の(２)の態様も兼ねる(３)の態様であるから、この(１)
のみの態様としては、後述する図５(ａ)，(ｂ)、及び同図(ｃ)，(ｄ)が挙げられる。
(２)外設部材２の係止部２２が外装材１の水下側成形部１２及び／又は水上側成形部１３
に弾性的に支持される。即ちこの態様では、外設部材２の係止部２２が弾性的に支持され
る被支持部であって、この係止部２２（被支持部）が係止、支持される部分（被係止部、
支持部）は、水下側成形部１２に設けられていてもよいし、水上側成形部１３に設けられ
ていてもよく、その形状も凹部等、どのようなものでもよい。そして、この係止部２２が
弾性支持状態から抜けようとすると、係止部２２又は支持部、或いはその両方に弾性反発
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力が働いて弾性支持状態からの抜け防止が図られる構成である。例えば図示実施例のよう
に、表面側へ折り返した形状の係止部２２では、折り返し角度を大きく成形し、敷設時に
はそれを被係止空間１２１が抑えるように（折り返し角度が小さくなるように）配設され
るようにすると、係止部２２に弾性反発力を働かせることができる。
(３)上記(１)及び(２)を組み合わせる。即ち外装材１の水上側成形部１３と水下側成形部
１２とが弾性的に当接し、更に被係止空間１２１（被係止部１２２）と外設部材２の係止
部２２とを弾性的に係合させる。したがって、この態様では、弾性的に支持される被支持
部とは、係止部２２の水下側に位置する部分と係止部２２との二箇所であり、外設部材２
が極めて安定に支持されるものとなる。
【００１９】
　このような構成の外装材１及び外設部材２Ａからなる図１の外装構造では、外装材１の
敷設の途中に外設部材２Ａを取り付けてもよいし、外装材１を組み付けた状態で外設部材
２Ａを取り付けることも可能であるため、横葺き外装構造の施工後であっても必要に応じ
て設置することもできる。また、必要に応じて取り外すこともできる。或いは別の外設部
材２に交換することもできる。
　そして、本発明の外設部材２の取付構造では、外設部材２が外装材１の成形部１２，１
３に弾性的に支持されているので、脱落する恐れが少ない。
【００２０】
　また、特に図１の実施例では、前記(３)の態様により組み付けた状態の成形部１２，１
３に外設部材２Ａの二箇所の被支持部を弾性的に支持させているので、外設部材２Ａが極
めて安定に支持され、取付安定性が極めて高い。
【００２１】
　図２の実施例では、外設部材２Ｂは、複数部材（２０ａ，２０ｂ）を固定具２０ｃにて
一体化してなる雪止め部材であって、各部材（２０ａ，２０ｂ）には流れ方向に対して垂
直状の縦片（雪止め片）が形成され、該縦片が固定具２０ｃによる固定箇所である。また
、水上側にも水下側にも係止部２２，２２’が設けられている。このように係止部２２，
２２’は、一つに限らず複数であってもよい。
　第一部材２０ａは、前記図１の実施例に用いた外設部材２Ａとほぼ同様に略Ｌ字状であ
って、その水上端に係止部２２を形成した構成である。
　第二部材２０ｂは、第一部材２０ａと一体化するための縦片の水下側に、水下側に向か
って下り傾斜する傾斜片が形成され、その水下側端を略垂直状に折り下げ、その下端を水
下側へ略水平状に延在させて係止部２２’を形成した構成である。上記の傾斜片には補強
のために２本の隆状部２１１が設けられている。また、傾斜片及び略垂直状片は、配設時
に外装材１の面板部１１の軒側及び下向き折曲片１２３に沿う形状である。
　したがって、これら複数部材（２０ａ，２０ｂ）からなる外設部材２Ｂの本体部２１Ｂ
は、第二部材２０ｂの略垂直状片、傾斜片、第一部材２０ａの略Ｌ字状部分とからなる。
　また、二つの係止部２２，２２’の形状は前記図１の実施例と同様に表面側へ折り返し
た形状であり、弾性的に支持される被支持部についても前記図１の実施例と同様（係止部
２２(２２’)の水下側に位置する部分と係止部２２(２２’)との二箇所）であって、水上
側の被支持部は上段の成形部１２，１３に弾性的に支持され、水下側の被支持部は、下段
の成形部１２，１３に弾性的に支持されている。
【００２２】
　この図２の取付構造における外設部材２Ｂは、前記図１の実施例と同様に前記(３)の態
様により成形部１２，１３に弾性的に支持されているが、しかも水上側及び水下側の二箇
所の支持であるから、外設部材２Ｂの取付安定性がより一層向上すると共に、外設部材２
Ｂに生ずる積雪荷重等を水上側及び水下側の二箇所にて分担支持できる。
【００２３】
　図３の実施例では、外設部材２Ｃは、複数部材（２０ｄ，２０ｅ）を固定具２０ｆにて
一体化してなる雪止め部材であって、外装材１の軒棟方向の幅よりも長尺で、下段側にま
で亘っている第三部材２０ｄの水上側の端部に係止部２２が設けられ、下段側に位置する
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第四部材２０ｅにも係止部２２’が設けられている。
　第三部材２０ｄは、一体化するための縦片の水上側に、水上側に向かって下降する傾斜
片が形成され、さらにその水上側に水平片が形成され、その水平片の水上側に、段部２３
を介して係止部２２を形成した構成である。
　第四部材２０ｅは、上記第三部材２０ｄよりも幅広に成形され、流れ方向に対して垂直
状の縦片（雪止め片）の下端を水上側へ略直角状に折り曲げ、その横片の水上側に、段部
２３’を介して係止部２２’を形成した構成である。
　したがって、これら複数部材（２０ｄ，２０ｅ）からなる外設部材２Ｃの本体部２１Ｃ
は、第四部材２０ｅの縦片、第三部材２０ｂの傾斜片、水平片とからなる。
　また、二つの係止部２２，２２’の形状は前記図１，２の実施例と同様に表面側へ折り
返した形状であり、弾性的に支持される被支持部についても前記図２の実施例と同様（係
止部２２，２２’の水下側に位置する部分と係止部２２，２２’との二箇所）であって、
水上側の被支持部は上段の成形部１２，１３に弾性的に支持され、水下側の被支持部は、
下段の成形部１２，１３に弾性的に支持されている。
【００２４】
　この図３の取付構造における外設部材２Ｃは、前記図２の実施例と同様に前記(３)の態
様により成形部１２，１３に弾性的に支持され、しかも水上側及び水下側の二箇所の支持
であり、外設部材２Ｃの取付安定性がより一層向上すると共に、外設部材２Ｃに生ずる積
雪荷重等を水上側及び水下側の二箇所にて分担支持できる。
【００２５】
　図４の実施例における外設部材２Ｄは、一部材からなる化粧材（継ぎ手カバー）であっ
て、外装材１の側断面と略同一形状を有する本体部２１Ｄの水上側に、段部２３を介して
表面側へ折り返した形状の係止部２２を設けた構成である。尚、図中、２５は、外装材１
の面板部１１上に被覆状に接する折返し部である。
　この外設部材２Ｄの水下側には前記図２や図３の各実施例における外設部材２Ｂ，２Ｃ
（雪止め部材）のように係止部２２’は設けられていないが、外装材１の水下側成形部１
２の外側に嵌合する嵌合部２４が設けられている。このように一方の縁部（水上側）に係
止部２２を設け、他方の縁部が強風等によりばたつきを生ずる虞があるような場合などに
は、前記図２や図３の各実施例のように下段の成形部１２，１３内に支持される係止部２
２’を設けるか、或いはこの図４の実施例のように水下側成形部１２に嵌合する嵌合部２
４を形成することが望ましい。
　尚、前述のように本発明に用いる外設部材２とは、雪止め部材、化粧材等の横葺き屋根
上に設けられる部材を指し、説明した以外の構成は従来の各部材に採用されているものを
適宜に採用すればよい。例えば前記折返し部２５は、図示しない上部ジョイナーと呼ばれ
る接続部材に係合させるための係合部としてもよい。
【００２６】
　図５には、係止部２２の他のバリエーションを示すものである。
　同図(ａ)，(ｂ)に示される係止部２２ａは、直線状のスリット及びその水上側の半円状
部分を、裏面側からプレスする等により盛り上げ成形されるものであり、横方向に３つの
係止部２２ａが併設されている。
　同図(ｃ)，(ｄ)に示される係止部２２ｂは、凸波状に成形したものである。
　これらの態様は、前述のように前記(１)の態様により被係止空間１２１に弾性的に支持
されるものである。
　同図(ｅ)，(ｆ)に示される係止部２２ｃは、前記図１～図４の各実施例における係止部
２２とほぼ同様であり、仮に隣接する外装材１，１の水上側成形部１３と水下側成形部１
２とが弾性的に当接していなくても、被係止部１２２と係止部２２とが弾性的に係合して
いるので、その場合には前記(２)の態様となり、係止部２２ｃは成形部１２，１３に弾性
的に支持される。
【００２７】
　尚、本発明の外装材１及び外設部材２は、説明した構成を阻害するものでなければ公知
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【産業上の利用可能性】
【００２８】
　雪止め部材や、化粧桟、化粧カバー等の化粧材を横葺き屋根上に設けられる構造に適用
できる。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】(ａ)本発明の一実施例を示す要部の拡大図を付記した側断面図、(ｂ)用いた外設
部材の側面図、(ｃ)その平面図である。
【図２】(ａ)本発明の他の一実施例を示す側断面図、(ｂ)用いた外設部材の側面図、(ｃ)
その平面図である。
【図３】(ａ)本発明の他の一実施例を示す側断面図、(ｂ)用いた外設部材の側面図、(ｃ)
その平面図である。
【図４】(ａ)本発明の他の一実施例を示す側断面図、(ｂ)用いた外設部材の側面図、(ｃ)
その平面図、(ｄ)その軒側から見た正面図、(ｅ)その棟側から見た正面図である。
【図５】(ａ)係止部の他の一実施例を示す要部の拡大図を付記した側断面図、(ｂ)その係
止部の平面図、(ｃ)係止部の他の一実施例を示す要部の拡大図を付記した側断面図、(ｄ)
その係止部の平面図、(ｅ)係止部の他の一実施例を示す要部の拡大図を付記した側断面図
、(ｆ)その係止部の平面図である。
【符号の説明】
【００３０】
　１　（横葺き）外装材
　１１　面板部
　１２　水下側成形部
　１２１　被係止空間
　１２２　被係止部
　１３　水上側成形部
　２　外設部材
　２Ａ　（１部材の）雪止め部材
　２Ｂ，２Ｃ　（複数部材の）雪止め部材
　２Ｄ　（１部材の）継ぎ手カバー
　２１，２１Ａ～２１Ｄ　本体部
　２２，２２’　係止部
　２３，２３’　段部
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